
更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
措置の
分類 措置の概要（対応策）

270630010 26年
10月30日

27年
1月29日

27年
6月30日

ビタミンDの機
能性表示拡
大の要望

【具体的要望内容】
現在、ビタミンＤは、栄養機能食品にて栄養機能表示「ビタミンＤは、腸管でのカルシウムの吸収を促
進し、骨の形成を助ける栄養素です」が可能である。しかし、これはあくまでも栄養成分の補給であ
り、ビタミンDは様々な健康機能があるにも関わらず、機能性表示ができない。ここで栄養機能食品の
摂取量を超え、十分な科学的根拠が得られた場合には、機能性表示食品成分（仮称）の対象として、
機能性について訴求できるようにして頂きたい。
【要望理由】
ビタミン?は生命の維持に重要な必須微量栄養素である。栄養機能表示制度では上記のような表示が
できる。しかしながら、ビタミン?は最新研究にて骨形成への効果のみならず、体の様々な部位で作用
し、高齢者の健康の維持に重要であることが解明されているにも関わらず、これについてはいかなる
表現も許されていない。
既に米国、欧州をはじめとする世界各国でのビタミン?は、主に転倒防止や筋肉機能の維持などへ適
応した機能性表示が行われ、大きな経済効果も見込まれており、例えば、米国、欧州でそれぞれ約
1.8兆円/年、約5.4兆円/年の医療費削減ができると試算されている。
一方、日本では栄養機能表示以外での表示ができないため、一般消費者への紹介ができない現状に
ある。機能性表示が行えることにより、一般消費者が自己判断によってサプリメント等を摂取すること
が可能となり、国民の健康維持にも貢献することが期待される。
　例えば、ビタミンＤの欠乏・不足により、骨が軟化する“くる病”、骨粗鬆症の発症リスクだけでなく、
日頃の慢性的な不足により高齢時の骨折のリスクも高めると指摘されている問題についても軽減が
予測される。
栄養素摂取のひとつの指標である「日本人の食事摂取基準」は最低限の栄養摂取の基準であること
から、ビタミン?の持つ健康機能の面からの摂取基準を制定していないのが現状であり、5.5μg/日に
据え置かれている。
米国や欧州は科学的根拠に基づき、近年ビタミン?の機能性表示を行えるようにしており、わが国も20
μg/日以上での健康機能にも着目し、高齢者の骨折なども考慮に入れ、啓発活動を行うことが国民
の健康を守るため、また高齢者の医療費の上昇を抑制することに有用と思われる。

（一社）
日本骨
粗鬆症
学会

消費者
庁

　機能性表示食品とは、疾病に罹患していない者に対し、機能性関与
成分によって健康の維持及び増進に資する特定の保健の目的が期待
できる旨を科学的根拠に基づいて容器包装に表示をする食品であっ
て、当該食品に関する表示の内容、食品関連事業者名及び連絡先等
の食品関連事業者に関する基本情報、安全性及び機能性の根拠に関
する情報、生産・製造及び品質の管理に関する情報、健康被害の情報
収集体制その他必要な事項を販売日の60日前までに消費者庁長官に
届け出たものです。
　機能性表示食品の機能性関与成分については、健康増進法第16条
の２第１項の規定に基づき厚生労働大臣が定める食事摂取基準に基
準が策定されている栄養素は対象外としているところです。

食品表示法第４
条第１項

その他

　ビタミン・ミネラル等の栄養成分について、機能性表示食品の対象とすべきとの意見もあること
は承知しています。しかし、これについては、「食品の新たな機能性表示制度に関する検討会報
告書」（平成26年７月30日公表）において、「我が国の健康・栄養政策は食事摂取基準を基本に
展開されているため、食事摂取基準と異なる成分量及び機能で消費者への摂取を推進すると、
健康・栄養政策との整合が図られなくなるおそれがある。したがって、このような栄養成分を新
制度の対象とすることについては、今後更に慎重な検討が必要である。」と取りまとめられた次
第です。なお、機能性表示食品制度については、「消費者基本計画」（平成27年３月24日閣議決
定）において、「施行状況の把握を行い、必要に応じて制度の見直しを行うとともに、残された検
討課題についても施行後速やかに検討に着手する。」とされたところです。

○

271030029
27年
9月25日

27年
10月13日

27年
10月30日

消費者契約
法見直しの件

消費者契約法見直しの中間とりまとめには、訪問販売、電話勧誘販売販売など新聞に関する正当な
事業活動を過度に規制する意見が含まれておりますが、健全な事業者の活動を阻害する法規制の
強化にいずれも強く反対致します。
悪質な業者から消費者を保護することは当然ですが、過度な規制により事業活動の縮小や廃業に追
い込まれた場合、そこで働く人々の生活基盤が奪われることになります。
全国の津々浦々に張り巡らされた戸別配達網を基準に、新聞配達事業者は地域に密着した活動を展
開していきます。
住民や読者とのトラブルを起こさないような取り組みは元より、消費者センター等関係機関と連携して
問題を迅速に解決しています。
新聞界は自主的な取り組みにより消費者の保護を図っており、新たな規制は不要と考えます。

個人
内閣府
消費者
庁

現行の消費者契約法においては、訪問販売や電話勧誘販売に特化し
た規律はありません。
消費者契約法の見直しに関しては、平成２６年８月に内閣総理大臣か
ら内閣府消費者委員会に対する諮問があり、内閣府消費者委員会の
下部組織である消費者契約法専門調査会において検討が行われ、平
成27年８月に中間取りまとめがなされています。
また、消費者契約法専門調査会は、中間取りまとめ後も、平成27年10
月から再開され、関係団体等からのヒアリング等の審議を継続している
ところです。

消費者契約法 その他
現在審議継続中の内閣府消費者委員会消費者契約法専門調査会における審議を終えた後、
諮問に対する内閣府消費者委員会からの答申を踏まえ、消費者契約法を所管する消費者庁に
おいて消費者契約法の必要な見直しを行います。

消費者庁は、景品表示法のガイドライン
（http://www.caa.go.jp/representation/pdf/100121premiums_35.pdf）において、不当な
二重価格になるケースを例示しており、このガイドラインに従えば、プロパー店舗からアウ
トレット店・アウトレットサイトに移管した商品については、当該店舗での販売実績がない
ことから二重価格が不可能となっている。【アウトレット店・アウトレットサイト等におい
て、限定した要件の下、】二重価格を容易にする規制緩和を要望する。
【提案理由】消費者による消費行動の多様化により、近年はアウトレット店舗およびオンラ
イン上でのアウトレットサイトが増加している。その結果、プロパー店からアウトレット店
舗・サイト（以下、アウトレット等）への移管在庫は従来に増して頻繁になっている状況で
ある。
　消費者庁は、そのガイドライン
（http://www.caa.go.jp/representation/pdf/100121premiums_35.pdf）において、不当な
二重価格になるケースを例示しており、このガイドラインに従えば、二重価格による表示を
行う場合、「当該店舗」での「最近相当期間（過去８週間の過半、かつ少なくとも直近２週
間以内の）販売実績」が必要となる。この点、プロパー店舗からアウトレット等に移管した
商品については、それぞれの要件を満たせず、二重価格表記が不可能となっている。また、
過去の販売価格を比較対象価格に用いる場合の要件については、値札のスペース上の制約か
ら、小売の現場で活用することが難しい。
　現状、アウトレット価格が記されたシールを従来価格の上に貼る以外にガイドラインに沿
う方法がなく、その場合、プロパー価格からどの程度安くなった商品かがわかりにくい表示
となる。アウトレットでお値打ち品を求める消費者にとっては、不便な状況となっており、
改善が必要な状況と考えている。また、とりわけアウトレットにおける主力製品である
ファッション小売品については、季節ごとに商品が変わるため、６カ月～１年前に正規店舗
で販売した商品を販売することが多い。しかし、上記の規制が、このような流通実態と整合
的ではないため、実際に二重価格表記を活用することができなくなっている。
　消費者にとってアウトレットは割安感を求めるチャネルであることを踏まえれば、アウト
レットにおいては、より消費者がプロパー販売価格からの割引額が把握しやすい二重価格表
記を可能とする要件を緩和することが、消費者の利益に適うと考える。販売業者の立場から
は、規制緩和により公平な競争環境が整備される。
　よって、現行のガイドラインについて、①「当該店舗」、「最近相当期間」の定義を見直
す、②「過去の販売価格」の表示の要件を緩和する、③アウトレットの類型について、流通
実態に即し、新たに二重価格の表示を可能とする要件を設定する、など所要の見直しを検討
すべきと考える。

（一社）
日本経
済団体
連合会

消費者
庁

　事業者が商品の価格の安さを強調するために一般的に用いている、
いわゆる二重価格表示について、消費者庁では「不当な価格表示につ
いての景品表示法上の考え方」（平成12年 ６月30日公正取引委員会）
（以下、「価格表示ガイドライン」という。）の中で、当該表示に係る不当
景品類及び不当表示防止法（以下、「景品表示法」という。）上の考え方
を示しています。
　価格表示ガイドラインでは、過去の販売価格を比較対象価格とする二
重価格表示の考え方として、「同一の商品について最近相当期間にわ
たって販売されていた価格とはいえない価格を比較対照価格に用いる
ときは、当該価格がいつの時点でどの程度の期間販売されていた価格
であるか等その内容を正確に表示しない限り、一般消費者に販売価格
が安いとの誤認を与え、不当表示に該当するおそれがある。」（価格表
示ガイドライン第４-２（１）ア（ア）ｂ）としており、また、「最近相当期間に
わたって販売されていた価格」の判断基準として、「一般的には、二重
価格表示を行う最近時（最近時については、セール開始時点からさか
のぼる八週間について検討されるものとするが、当該商品が販売され
ていた期間が八週間未満の場合には、当該期間について検討されるも
のとする。）において、当該価格で販売されていた期間が当該商品が販
売されていた期間の過半を占めているときには、『最近相当期間にわ
たって販売されていた価格』とみてよいものと考えられる。ただし，前記
の要件を満たす場合であっても、当該価格で販売されていた期間が通
算して二週間未満の場合、又は当該価格で販売された最後の日から二
週間以上経過している場合においては、『最近相当期間にわたって販
売されていた価格』とはいえないものと考えられる。」（価格表示ガイドラ
イン第４-２（１）ア（ウ））と示しています。
　不当な二重価格表示が行われていた場合には、消費者庁は、景品表
示法に基づき厳正に対処することとしています。

不当景品類及び
不当表示防止法
第４条第１項第２
号

270630006
26年
10月14日

27年
1月29日

27年
6月30日

アウトレッ
トにおける
景表法上の
二重価格表
記要件の緩
和

管理番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での
回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討
要請日

規制改革
会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

現行制度
下で対応
可能

（１）二重価格表示に関する景品表示法上の考え方
　事業者が自己の販売価格に当該販売価格よりも高い他の価格（以下「比較対照価格」といい
ます。）を併記して表示する二重価格表示は、その内容が適正な場合には、景品表示法上問題
となりません。
　もっとも、①同一ではない商品の価格を比較対照価格に用いて表示を行う場合や、②比較対
照価格に用いる価格について実際と異なる表示やあいまいな表示を行う場合など、比較対照価
格の内容について適正な表示が行なわれていない場合には、一般消費者に販売価格が安いと
の誤認を与え、不当表示に該当するおそれがあります。
（２）アウトレット店における二重価格表示について
　プロパー店舗で販売していた商品をアウトレット店に移管して販売する場合において、実際に
は当該アウトレット店において販売した実績がないにもかかわらず、「当店通常価格○○円のと
ころ××円」などと表示し、あたかも当該店舗で最近相当期間にわたって販売されたかのように
表示するときは、不当な二重価格表示として景品表示法上問題となります。
　他方、プロパー店舗において最近相当期間にわたって販売した実績のある商品について、「プ
ロパー店舗での販売価格○○円のところ××円」といったように、比較対照価格を事実に基づ
いて適正に表示する場合には、景品表示法上問題となりません。

○



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
措置の
分類 措置の概要（対応策）

管理番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での
回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討
要請日

規制改革
会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

271130009 27年
10月26日

27年
11月9日

27年
11月30日

糖尿病食等
の新たな食品
区分の追加
に関する提案
（特別用途食
品）

本年度規制改革実施計画（平成27年6月30日閣議決定）の「特別用途食品における申請手続き・表示
制度の見直し6」の事項No.44には「医療・介護現場等からの要望に基づき、糖尿病食等の新たな食品
区分を追加する仕組みを検討し、結論を得る」とあります。本事項の推進に当たり、糖尿病食や腎臓
病食として利用されている弁当タイプの食品を特別用途食品に位置付けることを提案します。現在、
糖尿病、腎臓病等の食事療法に利用されている食品には、単一食品タイプと弁当タイプがあります。
弁当タイプは日配の宅配弁当、冷凍弁当、組合せ食品（複数の加工食品を組合わせたもの）が該当し
ます。
現在の個食化の進展、食事の作れない独居高齢者の増加、さらには「病院から在宅へ」の推進による
在宅患者の増加を踏まえ、簡便に利用できる弁当タイプの食品のニーズと重要性は拡大しておりま
す。特に、在宅患者では適切な栄養管理と食事療法の継続が難しい状況であり、弁当タイプの食品を
特別用途食品に位置付けることは、病者用であることが明確に表示でき、品質的にも保証されるた
め、在宅患者への適切で安心・安全な食品提供につながるものと考えます。また現在、「食事療法用
宅配食等栄養指針」による運用がされていますが、病名・食事療法用食品の表示が禁止されているた
め、食品の説明が困難な状況です。その結果、適切な利用をしている企業が殆どありません。よっ
て、病者用である特別用途食品に位置づけることが妥当と考えます。

※本提案を検討いただける場合、規格化のあり方についてコメントさせていただきます。
1.対象食品は、たんぱく質・エネルギー・塩分を調整した弁当タイプの冷凍食品又は組合せ食品（工場
で生産されて主要成分値が担保されたもの。）2.規格は、内容物が複雑・多岐に渡るため、設定が難
しいことが想定されます。一方、適切な食事療法は医療機関との連携が欠かせません。よって、腎臓
病学会ガイドラインなどと連動した、「数値の枠組み」による規格を設定いただけると安全性の担保と
企業申請の促進が図られるのではないかと考えます。3.栄養成分値は、実測が妥当と考えます。その
場合、日配の宅配弁当は対象から外れてしまいますが、病者用食品であるため、食事療法における
安全性・確実性を最優先にすべきと考えます。

（株）ヘ
ルシー
ネット
ワーク

消費者
庁

特別用途食品とは、乳児、幼児、妊産婦、病者などの発育、健康の保
持・回復などに適するという特別の用途について表示するもので、特別
用途食品には、病者用食品、妊産婦・授乳婦用粉乳、乳児用調製粉乳
及びえん下困難者用食品があります。特別用途食品として食品を販売
するには、その表示について国の許可を受ける必要があり、表示の許
可に当たっては、許可基準があるものについてはその適合性を審査
し、許可基準のないものについては個別に評価を行っています。

健康増進法（平
成14年法律第
103号）第26条第
1項から第6項ま
で（第29条第2項
において準用す
る場合を含む。）
健康増進法に規
定する特別用途
表示の許可等に
関する内閣府令
（平成21年内閣
府令第57号）

現行制度
下で対応
可能

現状においても、特別用途食品の表示許可等について（平成23年６月23日付け消食表第277
号）に示す個別評価型病者用食品として申請することは可能であり、許可要件を満たす食品で
あれば許可を取得することが可能です。
なお、規制改革実施計画（平成27年6月30日閣議決定）において、医療・介護現場等からの要
望に基づき、糖尿病食等の新たな食品区分を追加する仕組みを検討し、平成28年度に結論を
得ることとなっています。

271215058 27年
10月30日

27年
11月18日

27年
12月15日

機能性表示
範囲の拡大
について

①原材料・品目別に規制があるが、メーカーとして機能性があると根拠のあるものについては企業責
任のもと、表示できるようにしていただきたい。
②現在、機能性表示範囲として「糖類」は不可となっているが、特定保健用食品として認められている
「糖類」については、機能性用商品として認めていただきたい。
例えば、ヤクルトの「ガラクトオリゴ糖」については、腸内環境改善として「お腹の調子を整える」効果が
認められていることから、機能性表示として、よりお客様の健康増進として伝えるべきであると考える。
「糖類」という項目で規制されていることから、現在、対象外となっている実態がある。

(一社)日
本フラン
チャイズ
チェーン
協会

消費者
庁

①　機能性表示食品は基本的に全ての食品を対象としており、原材
料、品目による制限はしていません。

②　食事摂取基準において摂取基準が規定されている成分を含め、食
品表示基準（平成27年内閣府令第10号）別表第９の第１欄に掲げる成
分は機能性関与成分の対象外です。

食品表示基準

機能性表示食品
の届出等に関す
るガイドライン

①　事実
誤認

②　検討
を予定

①　機能性表示食品制度の対象食品は、原材料・品目別に規制しているわけではありません。

②　食事摂取基準において摂取基準が策定されている栄養成分については、「食品の新たな機
能性表示制度に関する検討会報告書」（平成26年７月30日）において、我が国の健康・栄養政
策との整合が図られなくなるおそれがあることから、今後更に慎重な検討が必要なものとされ、
機能性関与成分の対象外としています。また、消費者基本計画（平成27年3月24日閣議決定）
において、機能性表示食品制度については、施行状況の把握を行い、必要に応じて制度の見
直しを行うとともに、残された検討課題についても施行後速やかに検討に着手することとしてい
ます。

△

271215059 27年
10月30日

27年
11月18日

27年
12月15日

消費増税に
伴う、景表法
（ベタ付け景
品の上限額）
について

①景表法のベタ付け上限金額を「税抜き２００円」にしていただきたい。
②景表法のベタ付け上限金額は税込200円であるが、2014年4月の消費税率の引き上げ後（5％⇒
8％）も変わっていない。
今後も消費税率の引き上げ（10％）が行われる予定だが、これまでのままの考え方では、景品の実質
的価値は消費税率が引き上げられる度に下がることになると考える。

(一社)日
本フラン
チャイズ
チェーン
協会

消費者
庁

不当景品類及び不当表示防止法（昭和37年法律第134号。以下「景品
表示法」といいます。）第３条は、不当な顧客の誘引を防止し、一般消費
者による自主的かつ合理的な商品選択を確保するため必要があると認
めるときは、内閣総理大臣は景品類の提供に関する事項（景品類の価
額の最高額等）の制限又は景品類の提供の禁止をすることができる旨
を定めています。いわゆる総付景品の提供に関する事項の制限につい
ては、同条の規定に基づき、「一般消費者に対する景品類の提供に関
する事項の制限」（昭和52年公正取引委員会告示第５号）が制定されて
おり、「懸賞・・・によらないで提供する景品類の価額は、景品類の提供
に係る取引の価額の十分の二の金額（当該金額が二百円未満の場合
にあつては、二百円）の範囲内であつて、正常な商慣習に照らして適当
と認められる限度を超えてはならない」と定められています。
そして、景品類の価額の算定方法は、「景品類の価額の算定基準につ
いて」（昭和53年公正取引委員会事務局長通達第９号）において、「景
品類の提供を受ける者が、それを通常購入するときの価格による」とさ
れています。

景品表示法第３
条

対応不可

景品表示法上、景品類とは、顧客を誘引するための手段として、商品又は役務の取引に付随し
て、取引の相手方に提供する物品、金銭などの経済上の利益をいいます。景品表示法は、事
業者が過大な景品類を提供することにより、不当に顧客を誘引することを規制しています。制度
の現状に記載のとおり、景品類の価額について、「景品類の提供を受ける者が、それを通常購
入するときの価格による」とされているのは、景品類の価額が多額になるほど顧客誘引効果が
大きくなることから、景品類の価額は、景品類の提供を受ける者がいくらの利益を得たと感ずる
かの観点から算定することが適当であると考えられるためです。消費税の性格上、原則として全
ての国内における商品又は役務の取引が課税対象とされていますので、景品類の提供を受け
る者が「通常購入するときの価格」には消費税が含まれます。

○



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
措置の
分類 措置の概要（対応策）

管理番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での
回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討
要請日

規制改革
会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

271215060 27年
10月30日

27年
11月18日

27年
12月15日

特定商取引
法の緩和につ
いて

①特定商取引法にある「訪問販売」規制において、書面交付義務を緩和していただきたい。
②コンビニエンスストアでは買物難民への対応として御用聞きを積極的に行っている。
買物にお困りの方や身体のご不自由な高齢の方等への対応を行い、地域社会の問題の解決に少し
でも役立ちたいと取組みを強化しているが、訪問販売で規制されている。是非この点について規制の
緩和をお願いしたい。

(一社)日
本フラン
チャイズ
チェーン
協会

消費者
庁

①特定商取引に関する法律（昭和51年法律第57号）（以下「特定商取
引法」という。）では、訪問販売に関して、取引条件を明らかにした書面
を、契約の申込み及び締結の段階で購入者等に交付するよう販売業者
又は役務提供事業者に義務付けています（第４条及び第５条）。

②いわゆる「御用聞き」は、特定商取引に関する法律施行令（昭和51年
政令第295号）(以下「特定商取引法施行令」という。)第８条第１号で訪
問販売規制(特定商取引法４条から10条)の適用除外とされています。

①特定商取引法
４条、５条
②特定商取引法
施行令第８条第１
号

①対応不
可

②現行制
度下で対
応可能

①訪問販売においては、購入者等が取引条件を確認しないまま取引行為をしてしまったり、取
引条件が曖昧であるため、後日両当事者間のトラブルを引き起こしたりすることが多いことか
ら、特定商取引法上、書面交付義務の規定が設けられています。また、当該書面の交付は、特
定商取引法第９条のクーリングオフの起算点としての意味も有しています。以上を踏まえると、
特定商取引法の書面交付義務を緩和することは、購入者等の利益の保護の観点から、適当で
はないと考えます。

②いわゆる「御用聞き」による販売は、店舗を有し、かつ、当該店舗において販売活動を行って
おり、定期的に一定地域内を巡回し、注文を聞いて回る受動的な販売であれば特定商取引法
上問題となりません。

【内閣官
房】
検討に着
手

【内閣官房】
　改正法附則第11条を踏まえ、法律上の義務規定の具体的な履行方法等について事業規模や
個人情報の利用の態様等に応じた適切な運用が図られるよう、平成28年１月１日に設置される
個人情報保護委員会が、事業規模の小さな事業者に対し、大量の個人情報をデータベース化
して取り扱っているような事業規模の大きな事業者と同様の措置まで求めるものではないことを
周知した上、事業規模の小さな事業者がとるべき措置の例をガイドライン等において明示してい
く予定です。
　事業規模の小さな事業者がとるべき措置の具体的な内容につきましては、現在検討中であ
り、事業者に法が要求する以上の情報管理コストが生じないよう、その手法等を定めていくこと
を考えております。
　なお、事業規模の小さな事業者に対する周知は、現在既に関係機関・団体の協力の下で開始
しており、個人情報保護委員会においても積極的に実施していくことを想定しています。また、前
述のガイドライン等の策定時期は、公布から施行までに一定の周知期間を設ける必要性にも配
慮しつつ、改正法の施行日（公布から２年以内の政令で定める日）に合わせて引き続き検討して
まいります。

【消費者
庁】
現行制度
下で対応
可能

【消費者庁】
事業規模の小さな事業者も含めた幅広い層を対象に、地方公共団体との共催による「個人情報
保護法に関する説明会」を実施し、個人情報保護法制や改正法の内容について周知・啓発を
行っています。

１．提案
　個人間で売買を行うことができるインターネットオークション・フリーマーケット（以下「オークション等」
という）のマーケットプレイスにおいて、オークション等事業者が、ユーザーが商品を出品することを条
件として、当該出品ユーザーに対して景品等を付与する行為が行われている。
　このような出品キャンペーンにおいて、出品自体は無料であり、出品者に出品価格の決定権があ
り、さらに、最終的に取引が成立したとしても販売代金から手数料等を控除した販売利益を出品者が
得られる（実質的な支出を伴うものでない）場合には、不当景品類及び不当表示防止法（以下「法」と
いう。）及び「懸賞による景品類の提供に関する事項の制限」（以下，単に「告示」という。）の規定（以
下「規制」という。）の適用を受けないことを明確にされたい。

２．背景
　消費者庁のこれまでの見解は、出品により直ちに有償の取引につながるものではないとして規制対
象外と判断した場合と、オークション等事業者と出品者の間にはオークション等を利用させるという役
務が存在し、出品者がどのような名目（例えば、売買が成立した後の決済・配送システム利用料など）
であれ金銭的支出を伴うのであれば規制を受けると判断した場合があり、見解が定まっていない。

３．改善の必要性・効果等
　　オークション等が広く利用されるためには品揃えの充実が欠かせず、出品者への景品付与はこれ
に貢献するものであるが、仮に規制を受けるとした場合の懸賞景品の上限額は、出品者が支払う少
額な利用料等の20倍に制限されるため、出品を後押しする効果が薄くなる。
　また、「景品類等の指定の告示の運用基準について」3(4)において、「自己が商品等の供給を受ける
取引（例えば、古本の買入れ）は、法第2条3項の「取引」に含まれないとの基準が示されている。消費
者の視点からみて、オークション等への出品行為と、古物買取業者に対して古物を供給する行為とは
実質的に変わりが無く※、仮に出品キャンペーンが規制対象ということになれば、業者間の不平等が
生じることとなる。
　法が目的としている「不当に顧客を誘引し、一般消費者による自主的かつ合理的な選択を阻害す
る」ことがない上に、政府が推進するシェアリングエコノミーの拡大にも水を差すものであるため、至急
の対応が求められる。

(一社)新
経済連
盟

消費者
庁

不当景品類及び不当表示防止法（昭和37年法律第134号。以下「景品
表示法」といいます。）第３条は、不当な顧客の誘引を防止し、一般消費
者による自主的かつ合理的な商品選択を確保するため必要があると認
めるときは、内閣総理大臣は景品類の提供に関する事項（景品類の価
額の最高額等）の制限又は景品類の提供の禁止をすることができる旨
を定めています。景品表示法上の「景品類」とは、「顧客を誘引するため
の手段として、その方法が直接的であるか間接的であるかを問わず、く
じの方法によるかどうかを問わず、事業者が自己の供給する商品又は
役務の取引・・・に付随して相手方に提供する物品、金銭その他の経済
上の利益であつて、内閣総理大臣が指定するもの」をいいます（同法第
２条第３項）。
懸賞による景品類の提供に関する事項の制限については、景品表示
法第３条の規定に基づき、「懸賞による景品類の提供に関する事項の
制限」（昭和52年公正取引委員会告示第３号）が制定されており、「懸賞
により提供する景品類の最高額は、懸賞に係る取引の価額の二十倍
の金額（当該金額が十万円を超える場合にあつては、十万円）を超えて
はならない」、「懸賞により提供する景品類の総額は、当該懸賞に係る
取引の予定総額の百分の二を超えてはならない」と定められています。

景品表示法第３
条

271215100
27年
10月30日

27年
11月18日

27年
12月15日

CtoCマーケッ
トプレイスの
出品促進のた
めのインセン
ティブ付与に
係る景品規制
について

①中小規模事業主への周知及び保有個人情報の量による管理手法（管理手法の規制）の容易化と
具体的明示により、事業主の管理コスト負担増の回避を検討いただきたい。
②現在、個人情報保護法の適用範囲は個人情報の保有数5,000件以上/日となっており、日本の企業
の約3割のみが対象、本年9月の法改正により、今後2年以内に全ての事業者に適用されることとな
る。
現在のマイナンバー制度導入でも10月時点にて中小規模事業者の周知率はかなり低く、罰則が規定
されているものの、対応できない事業者が多数発生することが懸念される。
中小規模事業者の情報管理コストは、今後、上昇の一方となることが見込まれる。

(一社)日
本フラン
チャイズ
チェーン
協会

内閣官
房
消費者
庁

　現行の個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号。以下
「個人情報保護法」といいます。）では、５千人分を超える個人情報を
データベース化して、その事業活動に利用している者を「個人情報取扱
事業者」と定義し、当該者に対して個人データの安全管理のために必
要かつ適切な措置を講じる等の義務を課しています。
　本年９月に公布された個人情報の保護に関する法律及び行政手続に
おける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の一
部を改正する法律（平成27年法律第65号。以下「改正法」といいます。）
では、この「個人情報取扱事業者」の５千件要件を撤廃したため、改正
法の施行（公布から２年以内の政令で定める日）後は、１件でも個人情
報をデータベース化して、その事業活動に利用していれば、「個人情報
取扱事業者」として、第20条を含む法律上の義務規定が適用されること
となります。これにより、新たに「個人情報取扱事業者」となる者の中に
は、事業規模の小さな事業者が多く含まれることが予想されるため、こ
れらの者に過度な負担が生じないよう、改正法附則第11条において、
個人情報保護委員会がガイドラインを定めるに当たっては、特に事業
規模の小さな事業者の事業活動が円滑に行われるよう配慮することと
されています。

・個人情報保護
法第２条第３項第
５号及び第４章第
１節

・改正法第２条に
よる改正後の個
人情報保護法第
２条第５項及び第
４章第１節

・改正法附則第
11条

271215061
27年
10月30日

27年
11月18日

27年
12月15日

個人情報保
護法の適用
範囲の拡大
（小規模事業
者の適用除
外の廃止）に
伴う対応につ
いて

対応不可

景品表示法上、景品類とは、顧客を誘引するための手段として、商品又は役務の取引に付随し
て、取引の相手方に提供する物品、金銭などの経済上の利益をいいます。当該オークション等
事業者は、利用者間の売買取引を媒介する役務を供給する取引を行っています。出品者に
は、この取引を条件として景品類が提供されるため、当該景品提供行為は、取引に付随して経
済上の利益を提供するものであり、景品規制の範囲内で実施する必要があります。



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
措置の
分類 措置の概要（対応策）

管理番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での
回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討
要請日

規制改革
会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

（提案の具体的内容）
　個人間で売買を行うことができるインターネットオークション・フリーマーケット（以下「オークション等」
という）において、契約の成否によらず、また、出捐が生じない出品のみを条件として付与される景品
については、景品表示法の景品規制の適用除外となることをガイドライン等で明示されたい。
※消費者庁からの回答（整理番号271215100）につき、当方指摘事項に対する回答や具体的な理由
が示されていないため、再度、趣旨を明確にして提案します。

（理由）
１．景品表示法の趣旨に反するものではない
　(1)出品者はオークション等により利益を得る立場にあり、景表法の保護対象となる消費者とは一線
を画す。
　(2)出品者の「自主的かつ合理的な選択を阻害する」のではないかとの懸念については、当たらな
い。（１）競合他社のサービスに自由に移動、併用して出品することが可能。実際に、出品者の多くは、
成約率を挙げるために複数の競合サービスにも同時に出品。（２）出品者は、一度商品をオークション
等サイトに出品した後も、自由に出品を停止又は取り下げることが可能。
２．実被害の不存在や実際の運用状況との関係
　これまでに消費者被害が生じているとの話を聞かない。また、消費者庁から適用除外と判断された
事業者もあり、自粛している事業者との間で不平等な取扱が発生。
３．古物買取業者との運用上の不平等
　古本屋等の古物買取業者は通達で景品規制の対象外となり、実際の事例も多数見受けられる。不
要品を第三者に売却して利益を得たいという消費者からみて、オークション等への出品行為と古物買
取業者に対して古物を供給する行為とは実質的に変わりが無い。
４．「インターネット上で行われる懸賞企画の取扱いに関して（平成１３年４月２６日 公正取引委員会）」
との関係
　インターネット上で行われる懸賞企画は景品規制の対象外とされるが、そこで適用除外とされる理由
は、出品キャンペーンでも同様。
５．規制改革の必要性
　オークション等はモノのシェアという観点からシェアリングエコノミーの一環である。シェアリングエコノ
ミー推進は、昨年の成長戦略に明確に位置づけられている。

(一社)新
経済連
盟

消費者
庁

　不当景品類及び不当表示防止法（昭和37年法律第134号。以下「景
品表示法」といいます。）第３条は、不当な顧客の誘引を防止し、一般消
費者による自主的かつ合理的な選択を確保するため必要があると認め
るときは、内閣総理大臣は景品類の価額の最高額等の制限又は景品
類の提供の禁止をすることができる旨を定めています。景品表示法上
の「景品類」とは、「顧客を誘引するための手段として、その方法が直接
的であるか間接的であるかを問わず、くじの方法によるかどうかを問わ
ず、事業者が自己の供給する商品又は役務の取引・・・に付随して相手
方に提供する物品、金銭その他の経済上の利益であつて、内閣総理大
臣が指定するもの」をいいます（同法第２条第３項）。
　懸賞による景品類の提供に関する事項の制限については、景品表示
法第３条の規定に基づき、「懸賞による景品類の提供に関する事項の
制限」（昭和52年公正取引委員会告示第３号）が制定されており、「懸賞
により提供する景品類の最高額は、懸賞に係る取引の価額の二十倍
の金額（当該金額が十万円を超える場合にあつては、十万円）を超えて
はならない」、「懸賞により提供する景品類の総額は、当該懸賞に係る
取引の予定総額の百分の二を超えてはならない」と定められています。

景品表示法第３
条

280229010 28年
1月22日

28年
2月9日

28年
2月29日

消費者間取
引プラット
フォームでの
出品行為へ
の景品付与
の景表法適
用除外による
シェアリング
エコノミー推
進

対応不可

　景品表示法は、不当な顧客の誘引を防止し、一般消費者による自主的かつ合理的な選択を
確保するため、自己の供給する商品・役務の取引に関連する不当な景品類の提供を規制して
います。景品類とは、顧客を誘引するための手段として、自己の供給する商品又は役務の取引
に付随して、取引の相手方に提供する物品、金銭などの経済上の利益をいいます。
　当該オークション等事業者は、利用者間の売買取引を媒介する役務を供給する取引を行って
います。出品者（一般消費者）には、この取引を条件として景品類が提供されます（すなわち、こ
の景品類は、出品者（一般消費者）を自己のオークションサイトに誘引するためのものです）。し
たがって、当該オークション等事業者による当該景品類の提供行為は、取引に付随して経済上
の利益を提供するものとして、景品規制の対象となります。取引を条件として景品類を提供する
以上、取引の取消しや解約ができるか否かにかかわらず、不当な顧客の誘引を防止し、一般消
費者による自主的かつ合理的な選択を確保するため、景品規制の範囲内で景品類の提供が行
われる必要があります。
　古物買取業者は、売主から古物を買い取り、古物を販売する取引を行っているところ、古物の
買取りは、古物買取業者が売主から商品の供給を受ける取引（すなわち、古物買取業者は、一
般消費者に商品を供給する（一般消費者が商品を買う）のではなく、一般消費者から古物を買
い取る取引）ですから、「自己の供給する商品又は役務の取引」ではなく、景品規制の対象では
ありません。他方、オークション等事業者は、利用者間の売買取引を媒介する役務を供給する
取引を行っており、当該取引は「自己の供給する商品又は役務の取引」に該当します。このた
め、当該取引に付随して提供する経済上の利益（景品類）は、景品規制の対象となります。
　「インターネット上で行われる懸賞企画の取扱いについて」（平成13年４月26日公正取引委員
会）においては、インターネット上で行われるいわゆるオープン懸賞が景品規制の対象とはなら
ない旨を示しているに過ぎず、インターネット上で行われる全ての懸賞企画が景品規制の対象
とはならない旨を示しているものではありません。前述のとおり、オークション等事業者は、自己
の供給する役務取引に付随して出品者に経済上の利益を提供していますので、本景品提供行
為はいわゆるオープン懸賞には該当しません。
　現行の景品規制を適切に運用することは、過大な景品類の提供によって一般消費者の自主
的かつ合理的な選択が阻害されることを防ぐことに資するものであり、シェアリングエコノミーの
推進を妨げることにはならないと考えます。


